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平成２７年度 国立大学法人山形大学年度計画 

 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

［学士課程］ 

((((№№№№1111))))1-1.健全で良識ある市民を育成するため、充実した基盤教育（教養教育）プログラムを整備する。 

○基盤教育院において基盤教育プログラムの実施状況の点検評価を引き続き行い、基盤教育を改善・充実 

させる。 

    

((((№№№№2)2)2)2)1-2.高等学校教育からの円滑な接続を図り、修学に必要な基本的知識・能力を身につけさせるための初 

年次教育を充実させる。 

○基盤教育において、導入科目「スタートアップ・セミナー」及び「アドバンストセミナー」を継続して 

開講するとともに、その点検・評価を行い、内容を充実させる。    

    

(№(№(№(№3333))))1-3.幅広い教養を基盤として、各専門分野の明確な教育到達目標と学位授与方針に基づき体系的な学士 

課程教育を実施する。 

○各学部において、専門分野ごとの教育到達目標及び学位授与方針に則した体系的なカリキュラム編成に 

ついての点検・評価を行う。    

    

(№(№(№(№4444))))1-4.外国語及び日本語による討論・発表・文章作成能力、読解能力、情報処理能力など、修学上のみな 

らず社会人としても不可欠な基本的なリテラシーを向上させるための授業科目を整備する。 

○基盤教育において、導入科目「スタートアップ・セミナー」、「アドバンストセミナー」、共通科目「コ 

ミュニケーション・スキル１」、「情報リテラシー」を継続して開講するとともに、その点検・評価を行 

い、内容を充実させる。 

 

(№(№(№(№5555))))1-5.主体的学習のための的確な指導を行うとともに、客観的な成績評価を実施する。 

○基盤教育及び各学部において、主体的学習・自主学習のための指導や取組を継続して行うとともに、客 

観的な成績評価の実施について点検・評価を行う。 

    

(№(№(№(№6666))))2-1.豊かな人間性を育むため、自然や地域社会をキャンパスとして活用したフィールド活動や体験型授 

業を実施する。 

○基盤教育及び各学部において、自然や地域社会を活用したフィールド活動や体験型授業を引き続き実施 

するとともに、その内容について点検・評価を行う。 

 

(№(№(№(№7777))))2-2.学生の進路を想定したキャリア教育を充実させるとともに、インターンシップなどを活用して学生 

のキャリア形成を支援する。 

○基盤教育及び各学部において、キャリア形成に向けた授業科目を継続して開講するとともに、各学部 

ではインターンシップ、就職活動に役立つセミナー等を実施する。 

 
［大学院課程］ 

(№(№(№(№8888))))3-1.専門分野の特性及び社会的ニーズに応じたカリキュラム編成を行う。 
○専門分野の特性及び社会的ニーズに応じたカリキュラムを実施するとともに、その点検を行いカリキュ 

ラムを充実させる。 

 

(№(№(№(№9999))))3-2.研究能力を育成するために的確な指導を行い、充分な研究環境を整備する。 
○学会及び研究会への積極的な参加・発表を支援するとともに、中間報告会等定期的な報告会を実施する。 

 

(№(№(№(№10101010))))3-3.修士課程、博士課程、専門職学位課程に応じた明確な教育到達目標に基づき、高度な専門性を有す 

る学位を授与する。 

 ○学位授与方針に沿った厳格な成績評価、修了認定を行う。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

(№1(№1(№1(№11111))))1-1.基盤教育（教養教育）の企画運営を担う責任部署を整備し、教育組織を充実させる。 
○基盤教育の企画運営を担う基盤教育院の充実を図るため、基盤教育実施部及び基盤教育研究部を整備 

する。 

 

(№1(№1(№1(№12222))))1-2.授業内容や教育方法の改善のため、授業評価や組織的な研修活動を継続的に実施する。 
○学生による授業評価並びに教育方法等改善のための教員に対するＦＤ研修及び優秀教育者賞制度を継 

続して実施する。 

○学生による授業評価において、教員から学生へのフィードバックシステムを構築する。 
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(№1(№1(№1(№13333))))1-3.教育改善を図るため、在学生・卒業生・修了生・進路先等を対象に、教育効果や満足度についての 

調査を定期的に実施する。 
○基盤教育及び各学部等において、教育効果や満足度についての調査を継続して実施し、これを踏まえ 

た教育改善を行う。 

    

(№1(№1(№1(№14444))))1-4.e-learningの活用を図るとともに、その特性を踏まえた教育方法の改善を行う。 

○引き続き、e-learningを活用した授業や補習教育を行うとともに、LMS（学習管理システム）の更なる 

普及に努め、教育方法を改善する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

(№1(№1(№1(№15555))))1-1.学生各人の多様なニーズに応える修学支援システムを拡充し、学生が主体的に学ぶための支援体制 

を整備する。 

○YUサポーティングシステムを活用した学生の主体的な学びを支援する体制を継続するとともに、アド 

ミニストレイティブ・アシスタント制度を活用し、修学相談等の学生による学生支援を継続し、その点 

検・評価を行う。 

 

(№1(№1(№1(№16666))))1-2.学生生活実態調査などに基づき、学生支援システムの改善・充実を進める。 

○学生生活実態調査を実施し，それに基づき，学生支援充実のための方策を全学的・総合的に検討し、 

学生支援システムの改善・充実を行う。 

 

(№1(№1(№1(№17777))))1-3.学生生活に対する多面的な支援を実施する。 

○本学独自の奨学金制度を継続して実施する。  

○カウンセリング、キャンパス内感染症の予防・蔓延防止等、学生の健康面で支援を継続して実施する。  

○アドミニストレイティブ・アシスタント制度を活用し、学生に対する奨学支援を継続して実施する。 

 

(№1(№1(№1(№18888))))1-4.学生の社会参加や、学生主体で企画・実施する意欲ある活動に対する支援制度を充実させる。 

○学生のボランティア活動の支援を行う。  

○全国大会に出場するサークル等への遠征費補助事業等を継続して実施する。  

○「山形大学・元気プロジェクト」を継続して公募し、学生の地域貢献活動を支援する。  

○学業、課外活動等で優秀な成績を修めた学生及び学生団体に対する学生表彰等を継続して実施し、学 

生の活動を活性化する。 

 

(№1(№1(№1(№19999))))1-5.社会状況に応じた実践的キャリア支援事業を充実させる。 

○就職環境の変化に対応した、就職ガイダンス、セミナー等の支援事業を充実させる。 

 

(№(№(№(№20202020))))1-6.卒業生・修了生への継続的な情報発信を行うとともに、生涯学習の機会を提供するなど一貫した支 

援を行う。 

○各キャンパスにおいて、ホームカミングデーを開催し、卒業生・修了生との交流する場を設ける。  

○学部ホームページ、校友会ホームページ及び校友会会報を充実させ、卒業生・修了生に対して、定期 

的な情報発信を行う。 

○学部同窓会を集めた会合等を開催し、大学の諸活動の発信や、卒業生の大学へのニーズを直接聞く機 

会を設け、卒業生支援のあり方について検討し、卒業生支援を充実させる。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

(№2(№2(№2(№21111))))1-1.総合大学の利点を活かし、学部横断的なプロジェクト研究を推進する。 

○YU-COE制度を活用し、学部横断的なプロジェクト研究を更に推進する。  

○部局間交流セミナー、バーチャル研究所等の学部横断的な研究活動を推進する。  

○東北創生研究所において、学際的な総合研究を積極的に推進する。 

 

(№2(№2(№2(№22222))))1-2.基礎研究の成果を活かし、世界レベルの先進的研究、独創的・萌芽的研究を重点的に支援する。 

○分子疫学、有機エレクトロニクス、総合スピン科学及びナスカの地上絵の各研究グループ並びに将来 

拠点となり得る萌芽的研究グループをYU-COEとして位置づけて支援する。 

(№2(№2(№2(№23333))))1-3.地域に根ざした研究、社会に貢献する研究を重点的に支援する。 

○地方自治体、産業界等との組織的連携を強化し、地域及び社会の要請を踏まえた研究を推進する。 

○東北創生研究所が目指す自立分散型社会システムの創生に関する研究活動を支援する。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 
(№2(№2(№2(№24444))))1-1.競争的研究資金獲得のための充実した支援等により、研究者が意欲的に研究に取り組むことができ 

る環境を整備する。 
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○引き続き、新規採用教員のスタートアップ支援制度を実施し、新規採用教員に充実した研究環境を提 

供する。  

○競争的研究資金獲得のための各支援制度を継続して実施する。  

○国際的サイテーション・データベース等の多様な図書館サービスを継続して提供する。 

 

(№2(№2(№2(№25555))))1-2.多様な雇用制度を活用し、研究を推進するための組織的基盤を整備する。 

○新規採用教員のスタートアップ支援制度を推進し、若手研究者の自立的研究環境を整備する。  

○個別契約任期付教員制度等を活用し、研究基盤を整備する。 

 

(№2(№2(№2(№26666))))1-3.優秀な技術職員や事務職員を育成するなど、研究活動に対する支援体制を充実させる。 

○研究支援業務を担当する職員を関連する研修等に積極的に参加させ、職員のスキル・アップを行う。 

 

(№2(№2(№2(№27777))))2-1.若手研究者が国際的な研究環境下で研鑽できる機会を提供する。 

○YU海外研究グローイングアッププログラム、小嶋国際学術交流基金及び学外の海外派遣プログラム等 

を活用し、若手研究者の海外派遣を継続して推進する。 

 

(№2(№2(№2(№28888))))2-2.若手研究者が自立して研究を行うことができるよう、研究資金支援等を実施する。 

○若手研究者が自立して研究を行うことができるよう、「科研費に関する若手教員研究助成制度」等に 

より支援を行う。 
 
３ その他の目標を達成するための措置 

（１）地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 
(№2(№2(№2(№29999))))1-1. 平成２５年度地（知）の拠点整備事業に採択された「自立分散型（地域）社会システムを構築し、 

運営する人材の育成」を中心に、総合大学としての資源を活かし、地域が抱える課題の解決と、その 
ための人材育成を図るため、地域のニーズを踏まえた教育カリキュラムの改善、研究の実施、地域づ 
くりへの貢献を積極的に推進し、大学と地域の連携を強化する取組を進める。 

○（教育）学部、大学院において地域志向の授業科目数、履修者数の増加を図る。また、短期、中長期 

のインターンシップを実施し、中長期のインターンシップの教育効果等について検証を進める。 

○（研究）COC地域推進部会等を通して自治体や企業に働きかけ、県内からの受託研究を積極的に推進す 

る。 

○（社会貢献）地域づくりに貢献するため、地域課題解決に向け社会貢献活動を積極的に推進し、社会 

人再教育のシステムを充実する。 

 
（２）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№30303030))))1-1.多彩な教育研究資源を活用し、社会のニーズに応える多様な学習の機会を提供する。 

○地域のニーズに即した取組として、公開講座、講演会、交流会、研修等を継続して実施し、多様な学

習機会を提供する。 

    

((((№№№№33331111))))1-2.地域の大学・教育機関及び文化施設・団体と連携し、地域の教育や文化活動を支援する。 

○地域の文化施設・団体と連携し、ボランティアスタッフの派遣及び運営企画に参画する等、地域の文 

化活動を支援する。 

○本学を中心とした「大学コンソーシアムやまがた」と連携し、「社会人力育成山形講座」を継続して 

開講する。    

    

(№3(№3(№3(№32222))))2-1.専門分野の特性を活かし、地域経済や地域産業の振興に向けて、企業や自治体等との連携活動を推 

進する。 

○地域社会の振興・発展に貢献するため、各部局の専門分野を活かして諸機関・団体との連携活動を推 

進する。 

 

(№3(№3(№3(№33333))))2-2.社会のニーズに基づき政策形成や地域づくりに貢献する。 

○地域や各種団体との協定に基づく連携活動及び交流を通じて、地域のニーズの把握に努めるとともに、 

地方自治体の各種審議会等へ参画し、政策策定、地域づくりに貢献する。  

○山形大学蔵王協議会の活動を通じて、山形県の医療レベルの向上と地域医療供給体制の整備を行う。 

 

(№3(№3(№3(№34444))))2-3.多様な研究資源を発掘・活用する体制を整備する。 

○研究シーズ等の知的資源に関わる情報提供を充実させる。  

○知的資源の発掘及び活用の支援を引き続き行う。 

 
（３）国際化に関する目標を達成するための措置 

(№3(№3(№3(№35555))))1-1.在学中における海外での学習体験を推奨・支援し、国際性を育む修学環境を整備する。 
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○海外の協定大学の学生を招くサマープログラム及び海外の協定大学に本学学生を派遣するプログラ 

ムを実施する。  

○海外サテライトに現地学生のための日本語クラスを継続して開設し、日本語チューターとして本学 

学生を派遣する。  

○フォーラムの開催及び日本人学生と留学生の恒常的な交流機会の拡充を行う。 

 

(№3(№3(№3(№36666))))1-2.充実した留学生支援を実施する。 

○海外で開催される留学フェア及び日本学生支援機構による国内進学説明会に参加する。  

○留学生受入実績が多い国を対象として留学生ネットワークを構築し、留学生や研究者の受け入れを促 

進するための情報の収集と発信を行う。 

 

(№3(№3(№3(№37777))))1-3.海外の教育研究機関との研究者交流を推進する。 

○YU海外研究グローイングアッププログラム及び小嶋国際学術交流基金による研究者海外派遣制度を継

続する。 

○海外の協定大学等との研究者交流やシンポジウムを開催する。 

 

(№3(№3(№3(№38888))))2-1.海外サテライトの活用や協定校との連携により、多彩な国際交流活動を展開する。 

○海外サテライトオフィスに国際交流担当教員を派遣し、同オフィスの活性化、留学生等の受入及び 

派遣を推進する。さらに、派遣留学生の現地支援等を充実する。 

 

(№3(№3(№3(№39999))))2-2.地域と連携した国際交流活動を推進する。 

○山形県教育庁等と連携し、留学生と日本人学生及び山形県民・子供達との国際交流事業を推進する。  

○県内に就職を希望する留学生のために、就職ガイダンス、地域企業説明会を開催する。 

 
（４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№40404040))))1-1.インフォームド・コンセントに基づいて、患者との良好な信頼関係を樹立する。 

○カルテチェックを実施し、インフォームド・コンセントに係る必要項目を網羅して記載する。  

○医療メディエーションに係る基礎研修を実施する。 

 

(№(№(№(№44441111))))1-2.学部教育におけるクリニカル・クラークシップの強化・充実、医療従事者を対象とした生涯教育セ

ミナーの充実等を通じて、厳しい倫理観を持った創造的な医療人を育成する。 

○Student Doctor制度、メディカルスキルアップラボラトリーを活用し、クリニカル・クラークシップ 

を強化する。 

○厳しい倫理観を持った医療人育成のために、医療安全管理部が中心となる講演会、ワークショップ等 

を開催する。 

○地域の医療従事者を対象とした生涯教育セミナーを、総合医学教育センター、在宅医療在宅看護教育 

センターを軸として開催する。 

○医学部国際認証に向けて臨床実習を74週化するとともに、実習を通して医療人として必要な倫理観を 

涵養できるカリキュラムを構築する。 

 

(№4(№4(№4(№42222))))1-3.多様化する患者のニーズに応えるため、がんセンター、地域医療連携センター、疾患別治療センタ 

ー等の病院附属組織の機能を強化・充実させる。 

   ○各センター（がん、地域医療連携、疾患別治療）等の機能を強化する。また、多様化する高度な医療

について、情報を提供し、患者のニーズにあった医療を提供する。 

 

(№4(№4(№4(№43333))))1-4.地域住民のニーズに対応した病院資源や情報の提供を行い、地域医療に貢献する。 

○医学部市民公開講座を継続して実施する。  

○「がん医療相談室」、「脳卒中相談室」の内容を充実させるとともに、広報活動強化によりその利用 

率を向上させる。  

○山形県コホート研究において、住民検診・健康相談を継続して実施する。  

○病院広報誌、病院ホームページの掲載内容の見直し充実を継続して行う。  

○附属病院の先端医療や施設設備等の地域への公開をオープンキャンパス等を通して継続実施する。  

○患者満足度調査を定期的に実施し、地域住民のニーズを継続的に捉える。 

 

(№4(№4(№4(№44444))))2-1.急性期医療の中心的役割を担当する。 

○疾患別センターの機能充実を図るとともに、ICU、HCU、NICU等の拡充により重症患者、救急患者への 

対応能力を向上させる。 

○救急部、手術部及び医学部がんセンター機能強化により山形県のメディカルコントロールセンターと 

しての機能を拡充する。 
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(№4(№4(№4(№45555))))2-2.母子保健医療分野での病病および病診連携を強化する。 

   ○置賜地域周産期医療情報ネットワークシステム等を活用して、県内の周産母子医療センター及び基幹 

病院と連携し、24時間体制でNICUを含む、新生児医療に対応するとともに、高度な産科の周産期医療に 

対応する。 

 

(№4(№4(№4(№46666))))3-1.卒後臨床研修センターや総合医学教育センター等の活動の充実を推進する。 

○医学部専修コース、卒後臨床研修等により学部教育から卒後教育までを一貫して行う事業を行う。  

○退職医師、退職看護師及び転職希望の専門医に診療ニーズに合わせたリフレッシュ教育を継続する。 

 

(№4(№4(№4(№47777))))3-2.医療従事者の計画的な循環型研修体制の整備を図り、研修機会の拡大と人材育成を推進する。 

○山形大学蔵王協議会（特に関連病院会）を基礎とした循環型医師養成システムを確立する。  

○「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」により、地域病院の医療従事者の中からがん医療（特 

に放射線治療、化学療法）の専門家を養成し、地域病院でのがん治療のレベルアップを行う。 

    

(№4(№4(№4(№48888))))4-1.グローバルCOEプログラム「分子疫学の国際教育研究ネットワークの構築」等で得られた研究成果を 

基に、高度先進医療の開発を推進する。 

○グローバルCOEプログラムの成果を基にした「山形分子疫学コホート研究」においてオーダーメイド医 

療の実現に向けた研究を推進する。 

○メディカルサイエンス推進研究所において、医学部の各講座、医学部がんセンター等と連携し、高度 

先進医療を組織的、体系的に行うシステムの構築を推進する。 

    

(№4(№4(№4(№49999))))4-2.臨床研究の推進のため、治験管理センターの機能を充実し、新薬開発や臨床研究などの活性化を推

進する。 

○治験受託研究件数の確保と実施率（実施数/契約症例数）を向上させる。 

○教育・広報活動等により治験に関する啓発を行う。 
   
（５）附属学校に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№50505050))))1-1.附属学校園運営の改善を推進し、大学附属としての特色を活かした効率的な学校運営を実施する。    

○附属学校運営等について策定された改善案に基づいて試行する。 

○小学校において、学年進行に従い少人数学級編成を完成させる。また、中学校における少人数学級を 

導入する。 

 

(№(№(№(№55551111))))1-2.大学との連携による実践的な研究活動及び教育実習を行う。 

○大学と附属学校の共同研究の在り方について、検討結果に基づき具体的に改善する。 

○教育実習の質的向上を目指して導入した新たな実施体制での教育実習について、検討結果に基づき具 

体的に改善する。 

 

(№5(№5(№5(№52222))))1-3.附属学校園間の連携を強化し、円滑な接続と相互交流による一貫性の高い教育を行う。 

○附属学校連携委員会を中心に附属学校間の連携を強化した教育・研究を進めるとともに、連携を強化 

する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 
(№5(№5(№5(№53333))))1-1.学長の行動指針を策定し公表する。 

○本学の改革を計画的・継続的に進めるために、学長行動指針を策定し公表する。 

 

(№5(№5(№5(№54444))))1-2.大学構成員及び外部有識者の意見を積極的に大学経営に反映させる。 

○「学生目線による大学創り」を具現化するため、学長や大学執行部が学生と直接対話する機会を設け、 

学生の意見を大学経営に反映する。 

○「調和のとれた大学創り」を行うため、各キャンパス執行部と学長・理事との情報交換会を定期的に 

開催し、各キャンパスの実情や意見を大学経営に反映する。 

○「存在感のある大学創り」を行うため、学外有識者による顧問会議を開催し、各委員の総合的・専門 

的見地からの助言を大学経営に反映する。 

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を実施し、評価結果に 

応じて経営資源の配分を行う。 

 

(№5(№5(№5(№55555))))1-3.職員の能力向上のための研修を継続して実施する。 

○職員研修体系の見直しを図りつつ、継続して、階層別、専門分野別研修等を実施するとともに、研修 

内容を充実させる。 

○本学教員として必要な基本的能力等を育成するため、初任者研修を行うとともに、新規採用教員のス 

タートアップ支援制度による教員研修プログラムを実施する。 
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(№5(№5(№5(№56666))))2-1.各学部及び各研究科等の組織編成を不断に見直し、適切な教育研究体制を整備する。 

○適切な教育研究体制を整備するため、教育研究組織の点検を行う。 

    

((((№№№№57575757))))2-2.多様な人材を確保するため、人事・給与システムの弾力化に取り組む。特に年俸制については、適

切な業績評価体制の構築を前提に、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員について年俸制

導入等に関する計画に基づき促進する。 

            ○平成26年度に導入した年俸制について、点検・評価を行う。 

 

((((№№№№58)58)58)58)2-3.機動的・戦略的な法人運営を行うため、教員を全学的に一元管理する「学術研究院」を設置する。 

○全学教員を一元管理する組織として「学術研究院」を設置し、柔軟で質の高い教育研究体制の整備を 

進める。    

    

(№(№(№(№59595959))))3-1.男女共同参画を推進するため、ワーク・ライフ・バランスに配慮した就業環境を整備する。 

○「山形大学男女共同参画基本計画」に基づき、子育て・介護支援等に関する情報提供を拡大し、女性 

教員比率の向上を目指すととともに、女性職員のキャリアアップを推進する。 

○男女共同参画に関するアンケート調査を踏まえ、ニーズに基づく支援策を実現し、職員全体のワーク 

・ライフ・バランスの向上を更に推進する。 

 
２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
(№(№(№(№60606060))))1-1.機能的な事務組織体制の整備を進めるとともに、業務の見直し及び改善を不断に実行する。 

○事務協議会の下に設置した、人事制度、職員研修及び業務改善に関する専門委員会において、業務運 

営体制の見直しを図るとともに、各部署に配置した業務改善委員と連携して事務の効率化・合理化を推 

進する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№61616161))))1-1.本学に相応しい入学者の確保に努め、学生定員を安定的に充足する。 

○関係部署との連携を強化し、効率的で効果的な学生募集のための広報を行う。 

○合格者、在学生、卒業生、保護者を対象とした調査を実施し、その結果に基づいて、学生募集の効率 

化及び学生満足度の向上に反映させる。 

    

(№(№(№(№66662222))))1-2.競争的研究資金等の外部研究資金獲得のため、全学的な支援の取り組みを強化する。 

○大型の競争的研究資金獲得のための支援や若手研究者の競争的研究費申請のための支援等、全学的な 

支援制度を継続して実施する。 

 

(№(№(№(№63636363))))1-3.病院再整備計画を着実に進め、診療機能の充実等による病院収入の増額を図るとともに、債権管理 

を徹底し健全な病院経営を目指す。 

○未納債権減少に向けた対策を実施する。 

○附属病院の毎月の財務状況を役員会において点検する。 

 
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 
(№(№(№(№64646464))))1-1.「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に 

基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、平成18年度からの５年間において、△５％以上

の人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日

閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 

○平成27年度年度計画なし。 

 

(№(№(№(№65656565))))2-1.管理的経費の抑制に向けて、現状分析に基づいた計画を策定し、実施する。 

○「山形大学における経費抑制に関する行動計画」に基づき、経費抑制のための取組を推進する。 

     

(№(№(№(№66666666))))2-2.調達手法等の見直しにより、経費の抑制を行う。 

○「継続的な契約に係る基本方針」及び「戦略的な調達の基本方針」に基づき見直しを行った業務につ 

いて、検証を行うとともに、更なる業務の効率化及び経費の抑制を推進する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
(№6(№6(№6(№67777))))1-1.施設等の機能保全、維持管理及び予防的な保守・点検等を実施する。 

○基幹設備整備計画に基づき引き続き改善整備を進めるとともに、施設等の点検を重点的に行い、維持 

管理及び予防保全を着実に進める。 

○全学的な施設点検や情報交換を継続的に実施する。 
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(№6(№6(№6(№68888))))1-2.余裕資金を適切に把握し、効果的な運用を行う。 

○保有資金状況を適時・的確に把握するとともに、安全性を確保しつつ、積極的、かつ効果的な資金運 

用を行う。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

(№6(№6(№6(№69999))))1-1.大学の諸活動に関する適切な自己点検・評価を実施し、大学経営の改善に活用する。 

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえた組織評価（部局年度業績評価）などの自己点検・評価 

を実施し、評価結果を大学経営の改善に活用する。 

         ○第2期中期目標・中期計画の実績報告書を取りまとめるとともに、自己点検・評価を行い、大学経営の 

改善に活用する。 

         ○教職大学院の認証評価を受けるに当たり、事前に自己評価を行い、教育研究活動の改善に活用する。 

    

(№(№(№(№70707070))))1-2.大学の諸活動に関するデータを集約するシステムを構築し、評価や戦略策定に活用する。 

○大学の諸活動に関する基礎データの収集及び大学情報データベースの研究者データの充実を図り、学 

内の情報共有及び活用を促進させる。 

 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 
(№(№(№(№71717171))))1-1.本学の教育研究活動や業務運営に関する最新情報を積極的に社会へ発信する。 

○大学のホームページをユーザー目線により全面的にリニューアルし、大学の情報を効果的に発信する。  

○学長の定例会見や学外の広報活動を充実させ、全国的・国際的な情報発信力を強化する。 

○研究成果のオープンアクセスを推進するため、ゆうキャンパスリポジトリに本学研究者の論文や報告 

書を掲載し、一般に公開する。 

 

(№(№(№(№72727272))))1-2.社会への説明責任を果たすため、保有する情報の適切な公開を実施する。 

○情報公開及び個人情報開示等の迅速かつ適切な対応を進めるとともに、研修等を通じて担当職員の 

能力を向上させる。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№73737373))))1-1.キャンパスの魅力を向上させるため、キャンパス整備計画において、学生の視点や環境の保全、国 

際化等を意識した見直しを行い、施設の有効活用を含めた施設整備を推進する。 

○国際化や学生の視点を意識した施設の整備を継続して行う。 

○ミッションの再定義、各キャンパスのアカデミックプラン及び「山形大学の将来構想」を踏まえて、 

キャンパスマスタープランを作成する。 

○省エネルギー化等の環境に配慮した施設整備を推進する。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
(№(№(№(№74747474))))1-1.様々なリスクに迅速かつ適切に対処するため、各部局と事務局における役割分担を明確にしつつ、 

全学における総合的なリスク管理体制を確立する。    

○災害発生時の様々なリスクに教職員及び学生が迅速かつ適切に対処できるように、危機管理マニュア 

ルの点検・見直しを行い、学生参加型の防災・防火訓練等を実施し、危機意識等を向上させる。 

 

(№(№(№(№75757575))))1-2.教職員及び学生を対象とした安全管理に関する講習会、訓練等を定期的に実施する。 

○教職員及び学生を対象とした安全衛生教育、各種講習会等を引き続き定期的に実施し、安全管理意識 

を更に向上させる。 

 

(№(№(№(№76767676))))2-1.本学の情報セキュリティポリシーに基づき研修・教育等を実施し、情報セキュリティを強化する。    

○シンクライアントシステムの利便性の向上を図るとともに、情報管理の徹底を継続する。  

○情報リテラシー教育において、情報セキュリティ教育を実施する。 

○新任教職員等に対する研修を行い情報セキュリティを強化する。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

(№(№(№(№77777777))))1-1.監査体制等を充実し、法令遵守や法人倫理の確立等、内部統制機能を強化する。 

○規則管理システムを活用して全学規則と学部規則の一元的管理を継続的に推進するとともに，研修等 

を通じて法令事務担当者の能力を向上させる。 

○コンプライアンス推進責任者（部局長）による定期的なモニタリングを実施する。 

 

(№7(№7(№7(№78888))))1-2.研修等を通じて役員、教職員及び学生一人一人の社会的責任、法令遵守に対する意識を向上させる。 

○法令遵守及び規範意識の向上を図るため、内部統制に関する事項、研究に係るリスクの管理に関する
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事項等について「コンプライアンス推進規程」及び「コンプライアンス指針」により周知徹底を行う。 

○コンプライアンスに係る研修、講習会等を実施する。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

   別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額 

３１億円 

 ２．想定される理由 

   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れることが想

定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

  ・なし 

２．重要な財産を担保に供する計画 

  ・医学部附属病院の施設の整備に必要となる経費の長期借入に伴い、本学の敷地及び建物を担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究、診療の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予  定  額 財      源 

附属病院基幹・環境整備、医学部ライフ

ライン再生、附属病院次世代型医療用重

粒子線照射施設、（小白川）総合研究棟

改修（理学系）耐震対策事業、（上名川）

災害復旧事業、次世代型重粒子線がん治

療装置、小規模改修 

総額 

   ２，１６９ 

施設整備費補助金 

      （１，６８９） 

長期借入金 

     （  ４１７） 

国立大学財務・経営センター 

施設費交付金 

      （     ６３） 

(注 1) 施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況

等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 

(注 2) 小規模改修について平成２６年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国立大学財務・経営センター施設費交付金につ

いては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予

算編成過程等において決定される。 

 

２ 人事に関する計画 

（教員） 

・個別契約任期付教員制度、研究プロジェクト職員制度、教員ポイント制等を活用し、各部局の理念・目標及

び施策に適した優秀な人材を確保する。 

・教員評価の結果を給与へ適切に反映させることにより、教員の意欲を高め、教育・研究活動の更なる活性化

を図る。 

・年俸制適用教員の増加に努める。 

（事務） 

・人事評価の結果を給与等に反映させることにより、職員の勤務意欲を高め、大学運営の効率化と一層の活性

化を図る。 

・国立大学法人等職員採用試験及び本学独自の職員採用試験により、多様な人材を確保するとともに、人事評

価を踏まえた機動的かつ効果的な職員配置を行う。 

・ジョブローテーション制度の評価方法等について検討する。 

 

（参考１）平成２７年度の常勤職員数 １，７２６人 

      また、任期付職員数の見込みを ５６５人とする。 

 （参考２）平成２７年度の人件費総額見込み １６，９４９百万円（退職手当は除く）   
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別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

 

人文学部 

 

 

 

地域教育文化学部 

 

理学部 

 

 

 

 

 

医学部 

 

 

 

工学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

農学部 

 

人間文化学科              ４００人 

法経政策学科              ８００人 

学部共通                 ４０人 

 

地域教育文化学科            ９６０人 

 

数理科学科               １８０人 

物理学科                １４０人 

物質生命化学科             １８０人 

生物学科                １２０人 

地球環境学科              １２０人 

 

医学科                 ７５０人 

（うち医師養成に係る分野 ７５０人） 

看護学科                ２５０人 

 

機能高分子工学科（昼間コース）     ４４０人 

物質化学工学科（昼間コース）      ３００人 

バイオ化学工学科（昼間コース）     ２４０人 

応用生命システム工学科（昼間コース）  ２４０人 

情報科学科（昼間コース）        ３００人 

電気電子工学科（昼間コース）      ３００人 

機械システム工学科（昼間コース）    ４６０人 

システム創成工学科（夜間主コース）   ２００人 

 

食料生命環境学科            ６２０人 

 

社会文化システム研究科 

 

 

 

 

地域教育文化研究科 

 

文化システム専攻             １２人 

（うち修士課程 １２人） 

社会システム専攻             １２人 

（うち修士課程 １２人） 

 

臨床心理学専攻              １２人 

（うち修士課程 １２人） 

文化創造専攻               １６人 

（うち修士課程 １６人） 
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医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

理工学研究科 

 

 

医学専攻                １０４人 

（うち博士課程 １０４人） 

看護学専攻                ４１人 

      うち博士前期課程 ３２人 

博士後期課程  ９人 

生命環境医科学専攻            ５７人 

      うち博士前期課程 ３０人 

博士後期課程 ２７人 

 

数理科学専攻               ２２人 

（うち博士前期課程 ２２人） 

物理学専攻                ２４人 

（うち博士前期課程 ２４人） 

物質生命化学専攻             ２６人 

（うち博士前期課程 ２６人） 

生物学専攻                １８人 

（うち博士前期課程 １８人） 

地球環境学専攻              １６人 

（うち博士前期課程 １６人） 

機能高分子工学専攻            ６０人 

（うち博士前期課程 ６０人） 

有機デバイス工学専攻           ５０人 

     （うち博士前期課程 ５０人） 

物質化学工学専攻             ７６人 

（うち博士前期課程 ７６人） 

バイオ化学工学専攻            ５６人 

（うち博士前期課程 ５６人） 

応用生命システム工学専攻         ４６人 

（うち博士前期課程 ４６人） 

情報科学専攻               ５６人 

（うち博士前期課程 ５６人） 

電気電子工学専攻             ６８人 

（うち博士前期課程 ６８人） 

機械システム工学専攻          １１２人 

      うち博士前期課程 １００人 

博士後期課程  １２人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ものづくり技術経営学専攻         ４０人 

      うち博士前期課程 ２８人 

博士後期課程 １２人 

地球共生圏科学専攻            １５人 

（うち博士後期課程 １５人） 

有機材料工学専攻             ２７人 

                      （うち博士後期課程 ２７人） 

バイオ工学専攻              １２人 

                      （うち博士後期課程 １２人） 
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農学研究科 

 

 

 

 

 

 

電子情報工学専攻             １５人 

                      （うち博士後期課程 １５人） 

 

生物生産学専攻              ３２人 

（うち修士課程 ３２人） 

生物資源学専攻              ３６人 

（うち修士課程 ３６人） 

生物環境学専攻              ２８人 

（うち修士課程 ２８人） 

 

教育実践研究科 教職実践専攻               ４０人 

（うち専門職学位課程 ４０人） 

 

 

養護教諭特別別科 

 

 

４０人 

 

 

附属小学校 

 

 

 

 

附属中学校 

 

附属特別支援学校 

 

 

 

附属幼稚園 

 

 

 

（普通） １・２年 ２０４人   学級数 ６ 

３・４年 １９０人    学級数 ６ 

     ５・６年 ２０４人   学級数 ６ 

      

（複式）     １４人  学級数 １  

 

（普通）    ４８０人  学級数 １２  

 

（小学部）    １８人  学級数 ３  

（中学部）    １８人  学級数 ３  

（高等部）    ２４人  学級数 ３  

 

（３歳児保育）  １７人  学級数 ２   

（４歳児保育）  ３４人  学級数 １  

（５歳児保育）  ３４人  学級数 １  

 

 



- 13 -

（別紙）予算、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２７年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 １１，４８８

うち復興特別会計 ３０

施設整備費補助金 １，６８９

船舶建造費補助金 ０

補助金等収入 １，１４８

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ６３

自己収入 ２２，８５２

授業料及び入学金検定料収入 ４，９６５

附属病院収入 １７，６０３

財産処分収入 ０

雑収入 ２８４

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ２，６３８

引当金取崩 １５０

長期借入金収入 ４１７

貸付回収金 ０

承継剰余金 ０

目的積立金取崩 ０

計 ４０，４４５

支出

業務費 ３２，９１５

教育研究経費 １５，１２７

診療経費 １７，７８８

施設整備費 ２，１６９

船舶建造費 ０

補助金等 １，１４８

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ２，６３８

貸付金 ０

長期借入金償還金 １，５７５

国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０

計 ４０，４４５

※ 運営費交付金収入には、平成２７年度復興特別会計により措置された東日本大震災により被災した学

生等に係る授業料等免除事業（３０百万円）が含まれている。

［人件費の見積り］

期間中総額 １６，９４９百万円を支出する。（退職手当は除く）
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２．収支計画

平成２７年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 ３９，６０９

業務費 ３４，１１９

教育研究経費 ３，９３８

うち授業料等免除事業 ３０

診療経費 ９，７５４

受託研究費等 １，５０５

役員人件費 ２７２

教員人件費 ９，１８９

職員人件費 ９，４６１

一般管理費 ８９５

財務費用 ３２５

雑損 ０

減価償却費 ４，２７０

臨時損失 ０

収入の部

経常収益 ３９，６５２

運営費交付金収益 １１，３３６

うち復興特別会計 ３０

授業料収益 ４，４０８

入学金収益 ６４５

検定料収益 １１６

附属病院収益 １７，６０３

受託研究等収益 １，７０５

補助金等収益 ８９６

寄附金収益 ６９３

財務収益 １６

雑益 ５０４

資産見返運営費交付金等戻入 ５５８

資産見返補助金等戻入 ９４８

資産見返寄附金戻入 ２２４

資産見返物品受贈額戻入 ０

臨時利益 ０

純利益 ４３

目的積立金取崩益 ０

総利益 ４３

※ 運営費交付金収益には、平成２７年度復興特別会計により措置された東日本大震災により被災した学

生等に係る授業料免除事業（３０百万円）が含まれている。
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３．資金計画

平成２７年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出

業務活動による支出 ３４，９２６

投資活動による支出 ３，１１１

財務活動による支出 ２，４０８

翌年度への繰越金 １，６３７

資金収入

業務活動による収入 ３８，１２６

運営費交付金による収入 １１，４８８

うち復興特別会計 ３０

授業料及び入学金検定料による収入 ４，９６５

附属病院収入 １７，６０３

受託研究等収入 １，９４１

補助金等収入 １，１４８

寄附金収入 ６９７

その他の収入 ２８４

投資活動による収入 １，７５２

施設費による収入 １，７５２

その他の収入 ０

財務活動による収入 ４１７

前年度よりの繰越金 １，７８７

※ 資金収入には、平成２７年度復興特別会計により措置された東日本大震災により被災した学生等に係

る授業料免除事業（３０百万円）が含まれている。


